
〈ハード事業〉
（単位：千円）

款 事業費 担当
総
務
費

12,830 集会所新築改修補助金 地域経営室

263,800 地域福祉活動拠点施設整備事業 36,000 健康福祉政策室

地域密着型サービス整備事業 227,800 高齢・障害支援室

78,329 放課後児童対策施設整備事業 32,462 子ども家庭室

民間保育所施設整備補助金 45,867 保育幼稚園室

50,000 斎場改修事業 環境対策室

362,041 出資金 （企業債元金償還金） 病院:経営総務室

58,615 比奈知ダム建設事業割賦負担金分 56,903
上下水道部
　経営総務室

安全対策事業負担金分 1,712 　　　　〃

190,365 伊賀南部環境衛生組合分担金
（ごみ処理施設改修事業）

環境衛生組合
　総務室

23,885 農山漁村活性化事業 農林資源室

67,362 共有水路改修事業 3,000 農林資源室

かんがい排水事業・市単耕地事業補助金 4,000 　　　　〃

基幹水利施設ストックマネジメント事業 11,103 　　　　〃

団体営ため池等整備事業（新田５期地区） 30,169 　　　　〃

県営農村振興総合整備事業(伊賀２期地区） 4,820 　　　　〃

農業基盤整備促進事業 3,020 　　　　〃

県営農道保全対策事業（伊賀地区） 11,250 　　　　〃

781,120 交通安全施設整備事業 6,000 維持管理室

社会資本整備総合交付金事業 493,162

　　交通安全施設整備（新田蔵持線　他）

　　道路新設改良（赤坂夏秋橋線　他）

　　道路橋長寿命化（青蓮寺橋）

　　道路舗装（春日丘中央線　他）

道路改修等事業（道路維持費） 20,000 維持管理室

一般市道整備事業 174,558
道路河川室
維持管理室
用地対策室

県施行事業負担金 7,400 都市整備政策室

一般市道舗装事業 80,000 維持管理室

35,435
上下水道部
　経営総務室

22,166 営繕住宅室

189,975 消防ポンプ自動車等整備事業 42,473 消防救急室

小型動力ポンプ積載車等購入事業 14,808 　　　〃

小型動力ポンプ購入事業 2,598 　　　〃

耐震性貯水槽設置事業 16,467 　　　〃

防災拠点太陽光エネルギー導入事業 113,629 危機管理室

農
林
水
産
業
費

農村地域活性化対策整備事業

水道事業会計繰出金

病院事業会計繰出金

農業基盤整備事業

住宅整備事業

主要事業一覧表

１．一般会計

事　業　名 内　　　　　容

児童福祉施設整備事業

社会福祉施設整備事業

民
生
費

自治振興事業

道路河川室
維持管理室
用地対策室

地域住宅交付金事業

土
木
費

道路橋梁整備事業

消
防
費

公共下水道事業繰出金 特別会計事業費　　1,530,096（管渠布設工事、戸別浄化槽整備 等）

消防防災施設整備事業

斎場整備事業

清掃施設整備事業

衛
生
費



款 事業費 担当

2,080,433 小学校耐震改修事業 1,344,023 学務管理室

中学校耐震改修事業 733,110 　　　〃

吊天井等落下防止対策事業 3,300 　　　〃

102,586 郷土資料館整備事業 14,805 文化生涯学習室

市民センター増改築事業 87,781 　　　〃

（単位：千円）

款 事業費 担当

証明書等コンビニ交付
サービス事業

15,925 総合窓口センター

ゆめづくり地域交付金、
ゆめづくり協働事業交
付金

122,219
地域政策室
地域経営室

新
子ども医療助成事業
（市単分）

3,200 保険年金室

子ども発達支援推進事
業

4,425
子ども発達支援セ
ンター

病児・病後児保育事業 6,832 保育幼稚園室

新
第３子以降（３歳未満）
の子どもの保育料無償
化事業（※歳入減分）

18,000 〃

新
地域型保育事業
（家庭的保育、小規模
保育、事業所内保育）

104,187 〃

生活保護・生活困窮者
自立支援事業

31,862 生活支援室

臨時福祉給付金給付
事業、子育て世帯臨時
特例給付金給付事業

164,750
生活支援室
子ども家庭室

病院群輪番制病院運
営事業補助金

56,511 地域医療室

名張版ネウボラ事業 11,968 健康支援室

がん対策事業、
生活習慣病予防重点
プロジェクト事業

106,794 〃

多面的機能支払交付
金事業

30,100 農林資源室

県単有害鳥獣捕獲緊
急対策事業

3,900 〃

事業名 内　　　　　容

内　　　　　容

農
林
水
産
業
費

〈ソフト事業〉

教
育
費

事業名

学校施設整備事業

社会教育施設整備事業

伊賀地域救急輪番制による地域内３病院（伊賀市立上野総合市民
病院、岡波総合病院、名張市立病院）に対する補助金　※名張市
負担：25,879

待機児童の解消に向けて、保育士資格がある家庭的保育者が、居
宅等で乳幼児の保育を行うほか、H27年度からは、小規模保育や事
業所内保育を実施する事業者に対して、運営支援を行う

発達障害の児童に対する早期発見及び早期支援を行うため、子ど
も発達支援センターを拠点として、初期発達相談や発達検査、巡回
訪問、研修などを実施する

15地域の地域づくり組織にゆめづくり交付金を交付するほか、「地
域ビジョン」の実現に向けて、地域づくり組織が各種団体との協働に
より展開する「ゆめづくり協働事業」に対する交付金を交付する

病気中もしくは病気の回復期で保育所などに通うことができず、か
つ、保護者の仕事等の都合で家庭での保育が困難な場合に、子ど
もの一時預かりを行う

民
生
費

消費税率引上げに伴う、低所得者及び子育て世帯の負担の影響を
緩和するための給付（臨時福祉給付金：1人あたり6,000円、子育て
世帯臨時特例給付金：1人あたり3,000円）

総
務
費

生活困窮者等の社会的自立に向けて、自立相談をはじめ、就労支
援や学習支援、家計相談等の重層的な支援に取り組む

住民票の写し等証明書を取得できる場所と時間を大幅に拡大する
ため、コンビニエンスストアでの交付サービスを実施する（本年1月か
ら開始）

子育て世帯の経済的負担を軽減し、安心して子育てできる環境づく
りを進めるため、本年4月から、第3子以降の3歳児未満の子どもの
保育料を無償化する

まちの保健室をはじめ、マイ保育ステーションや健康支援室等で
の、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する
相談・支援体制を整備する

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、入院に対する医療費助
成について、小学校6年生までとしている現行の対象年齢を、本年4
月から、中学3年生まで拡大する

「ばりばり現役プロジェクト」として、がん検診等の無料化並びに受診
率の向上のための啓発や検診体制の強化に取り組み、三重大学の
支援・協力のもと戦略的な予防活動を展開する

衛
生
費

深刻化する鳥獣害被害の防止・軽減を図るため、有害鳥獣の捕獲
を強化する

地域において共同で実施する、水路の泥上げや農道の草刈などの
維持管理活動、水路・農道の補修などの質的向上活動を支援する



款 事業費 担当

実践型地域雇用創造
事業

20,000 商工経済室

観光戦略推進事業 11,989 観光交流室

コミュニティバス運行補
助金

12,000 都市計画室

地籍調査事業 22,432 用地対策室

都市計画関連計画策
定委託費

6,035 都市計画室

いじめ防止対策事業 779 学校教育室

教育研究事業 5,182 教育センター

新
総合型地域スポーツク
ラブ創設支援事業

1,200 市民スポーツ室

27,705 商工経済室　他

２．特別会計
（単位：千円）

事業費 担当

1,530,096 〃

112,648 保険年金室

184,476 高齢・障害支援室

商
工
費

事業名 内　　　　　容

若者や女性等の力を最大限引き出し、地域社会や地域の産業ニー
ズに応じた人材育成、就業支援等を行う
（地場産業雇用促進・人材育成事業、高齢者地域就業促進事業、
観光商品開発事業、建築従事者人材育成事業）

地域のスポーツ活動の拠点づくりを進めるために、総合型地域ス
ポーツクラブの創設に向けた支援を行う

上下水道部
　経営総務室534,539

水洗便所等改造資金補助金・融資利子補給補助金（2,193）

比奈知地区汚水処理施設工事等（532,346）

集約連携型都市構造の実現に向けた、交通戦略の策定や用途地
域見直しに要する委託経費

地域人づくり事業（4事業）

土
木
費

教育センター（子どもセンター内）において、子どもの発達支援をは
じめ、児童生徒の学びの支援、保護者等の教育相談、教職員の研
修・研究に対する支援を行う

いじめ防止基本方針に基づき、連絡協議会及び専門委員会を設置
するほか、各学校に設置するいじめ防止対策委員会により、いじめ
の実態把握や防止等に取り組む

特定健康診査等事業、保健衛生普及事業、国保重点保健事
業、出産費資金貸付事業

介護予防事業、包括的支援事業　等

事　業　名

農業集落排水事業

介護保険・地域支援事業

国民健康保険・保健事業

管渠布設工事、戸別浄化槽整備 等公共下水道整備事業

備　　　　　　　　　　　　考

市観光戦略の取組を推進し、着地型・体験型の観光など多様化す
るニーズに対応することにより、持続可能な観光振興、地域経済の
活性化を図る

教
育
費

雇用創出をはじめ、雇用機会の拡大、人材育成、地域資源を生か
した新商品の開発、名張ブランド化の推進、販路拡大などの事業を
実施する市雇用創造協議会に対する貸付金

地籍調査事業実施計画に基づき、主に名張地区の調査等業務を
実施する

交通空白地域及び交通不便地域における交通手段確保のため、
地域の自主的な取組みに対する補助（対象地域：４地域）


